
史上最大の「メガ景気」がやってくる （ 後編 ） 

第 4 章 日本経済を左右する米国経済の伸びしろ 

～トランプの強硬姿勢が生み出した東南アジア情勢の急展開～ 

 米中関係が深刻化する中、これからの日本と米国は今迄以上に強力なパート

ナーシップを築いていくでしょう。 

トランプ政権の揺らぐことのない長期目標とは 

１．北朝鮮の非核化 

２．中国のタダ乗りによる経済台頭の阻止 

３．米国覇権の強化 

結論を言うと、もはや中国と北朝鮮には米国が容認できるところまで譲歩し、

一時的にも安定化を図る道しか残されていない。 

～米中貿易戦争が全ての軸に～ 

 中国の経済台頭を放置すれば独裁国家中国が米国の覇権を奪い、世界秩序が

大転換することは明らかです。 

 その中国はフリーライド（とそれに基づく巨額の対米貿易黒字）で、これまで

成長してきた国であり、この中国のフリーライドをいかに止めるか・・・に 

トランプ政権の真の狙いがあります。 

北朝鮮問題もその枠の中で処理されるはずです。 

～トランプ大統領が誕生した必然～ 

 中国は 2018 年 2 月 25 日をもって独裁制から専制制へと転換しました。 

 これは西側諸国の 25 年間の賭けが失敗したことの強力な証拠です。 

 ソ連崩壊後、西側は中国のWTO加盟を認め世界の経済秩序に迎え入れました、

市場経済への転換により中国国民は豊かになり、民主主義的自由、権利、法の

支配を望むようになることを西側は期待したのです。 

 しかしその幻想は粉砕されました、習近平国家主席は政治経済体制を抑圧し、

国家統制、対立への方向に舵を切り、共産党内での支配力を確立しました。 

人権派弁護士等の反対派を投獄抑圧し監視国家体制を作りつつあります、  

そしてこの独裁制を民主主義に代替しうる人類の知恵と主張しています。 

 中国は侵略的な対外膨張、野心的な軍事力増強、国際規範の無視、経済面での

不公正な慣行、そして国内での弾圧と独裁の強化等、米国の期待をことごとく 

 裏切ってきました。 

 トランプ政権は 2017 年 12 月「国家安全保障戦略」で、対中関与政策の排除を

鮮明にしましたが多くのメディアと専門家も同様のスタンスを明らかにして

います。 

～米中疑似貿易戦争のゆくえ～ 



 米国はかって「日米貿易摩擦」を経て日本の経済台頭を抑え込んだ経緯があり、

それを範として 

① 通貨引き下げを禁止し、中国の競争力を低下させる 

② 知的所有権の尊重の厳格化 

③ 中国企業を極端に優遇する補助金などの廃止 

④ 中国市場経済の解放 

以上を求め続けると思われます。 

中国は「中国製造 2025」プランを策定して、ハイテク市場、特に最先端の５Ｇ

通信技術に於いて、世界市場での支配権を握ろうとしています。 

それが出来なければ、いずれ中国はバブルの崩壊、金融危機の深刻化と、外貨

危機に陥り、米中覇権争いの焦点がハイテク分野に於ける攻防は明らかです。 

～戦後最長を目指す、米国の景気拡大に死角はないか～ 

 戦後、米国がリセッションに陥ったのは長短金利が逆転した時のみですが 

（インフレの加速）未だに、その条件は殆ど表れていません。 

 2016 年の大統領選挙でトランプ大統領が確定した時、これほどの経済的成果

を予測できた人は恐らく皆無だったと思います。 

 最も大きな経済的成果は 30 年ぶりの税制改革で減税規模が壮大です。 

 5 年間で 1 兆７４０億ドル、10 年間で 1 兆 4560 億ドルは 1981 年に行われた 

 レーガン減税は 5 年で 7473 憶ドルを大きく上回っています。 

 非経済的側面でもトランプ大統領は、ほぼ言行一致の政策を遂行している。 

～トランプ大統領は中間選挙を乗り切れるのか～ 

 今までの米国の経済状況を見ればトランプ氏の主張は正しい、加えてこれか

らの減税と規制緩和が功を奏し、対外的に中国は米国の要求をのませること

によって、世界における米国経済のプレゼンスは更に高まっていくでしょう。 

～トランプ経済政策の合理性の二つの観点～ 

① 半導体通信技術の発展が空前の生産性向上で膨大な富が生み出されてい

る、企業は儲かり、使いきれない資本が蓄積余剰となって金利を引き下げ

ている。又、生産性向上で供給力が増大し、物価を押し下げている。 

この状態を放置することは資本主義の自己否定につながり、唯一の変える

方法は政府が財政金融或いは所得政策を用いて、余剰資本を実体経済に 

還流する道筋をつけるしか方法はありません。 

トランプ大統領の慧眼で株価は大きく上昇。 

② 金融市場の構造変化、ここ十数年企業は平均で 5％の利益回りを得ており、 

概ね配当で 2％、自社株買いで 3％の株主還元により利益の 100％を吐き出

し、株高は家計の資産価値を増大、購買力の増大となって経済に還流。 

政府による社会保険料給付を除いた額を見ると、米国の家計は労働所得が



3 に対して資産所得が 1 の割合に対して日本では 9 対 1 であり米国の家計

がいかに資本市場から多大な恩恵を享受しているかが分かる。 

米国家計の純資産はリーマンショックで 20％減少後に、急回復し 2017 年

末 98，7 兆ドル、対 GTP 比 3，8 倍から 5，1 倍へと大きく向上している。 

～ドル高で強まるトランプ政権の基盤～ 

 レーガノミクスとの相違点 

① 産業競争力はきわめて強力でドル高になっても落ちない 

② 輸入依存度の著しい変化に、レーガン大統領発足時 30％程度で国内生産が

70％でドル高により生産拠点が次々に海外へ移転した。 

しかし現在の米国は輸入依存度が 90％弱とほぼ極限に達し輸入は増えな

い、ドル高は米国覇権の強化という好環境を生み出す可能性があります。 

一方で人民元が大幅に下落すれば、懸念される覇権争いの激突は未然に 

回避される事になる。 

～帝国の証し、それは強い通貨～ 

 米ドルは 1973 年の変動相場制移行後 38 年間ひたすら下降を続けた、この間

貿易赤字と財政赤字、格差問題、産業の空洞化等で遂に超大国間の義務と責任

というべき世界の警察官としての地位から退くスタンスをオバマ前大統領は

見せた、一見弱い振りを見せつつも、軍事機密だったインターネットを民間に

開放し、情報を通じて国境の壁を取り払い、アメリカ帝国の傘下に入ることに

なった。 

 インターネット、サイバー空間において米国企業の競争力が圧倒的に強くな

り、経済的にも軍事的にも対外的な軋轢が生じた時には、それに対して積極的

に介入していく事でしょう。 

～ドル高は中国を封じ込める為のキーボード～ 

 かつて日本もフリーランドによって経済を大きく伸ばしてきた。 

例えば「軍事費、防衛費を GDP の 1％以内」は日本の経済発展につながった

が米国経済を様々な分野で脅かして 1960 年代の鉄鋼製品、1980 年代の家電、

ハイテク関連、自動車など、例えばパソコンに使われる DRAM という部品は

技術的に製造が難しいもののひとつで日本の世界シェアーは 90％で、米国は

日本企業を封じ込める作戦を考え、金融自由化の波が日本に押し寄せた。 

今後これと同じことか、それ以上のスケールで中国に対して行われるのでは 

ないかと考えています。 

円高は日本企業の競争力を奪いハイテク心臓部の産業基盤を破壊した。 

対中でも米国は人民高を仕掛ける筈です、ここ数年中国の貿易黒字は年率

20％のペースで減少、このままでいけば 3～5 年後には経常赤字国に転落し、

その結果は 3 兆ドル前後の中国の外貨準備は大きく減少、それは人民元の危機



を引き起こし、同時に国内金融困難と人民元を守るために高金利を導入せざる

を得なくなりバブル崩壊を引き起こす可能性が出てくる。 

米国は中国を封じ込める為に最後の切札として人民元安・ドル高を使う筈。 

～ドル高の受益者日本～ 

 ここ 10 年の内に米国は経常黒字国になる可能性がありドル不足が生じ、ドル

債権を持っている国には有利に働く。 

 2018 年 5 月米国財務省公表で日本のドル保有額は 1 兆 1207 憶ドル、ドル高が

進むと円建ての評価が増え、5 円のドル高で 5 兆 6600 億円も評価額が増える

ことになる。 

～ドル高は続く～ 

 レーガン元大統領の軍拡路線が当時の米ソ冷戦を終結させるために必要だっ

たと同じように、トランプ大統領の目指している軍拡路線も正しいと思う。 

 そこでは米国にとって日米関係は非常に重要になる。 

 日本がバブルから脱却し経済を成長軌道に乗せて貰わなければ米国にとって

も困った問題になるので米国ドル高、円安を容認、日本経済にとっても株価に

も支援材料です。 

～かつて米国の牙に倒された国～ 

 1990 年代に「日本異質論」が米国内で話題となり、金融機関の護送船団方式

や大店法、外為法といった各種規制を自由化させる動きが出て、日本を封じ込

める目的の結果、ものの見事に米国の策略に嵌り景気は冷え込んでいった。 

～再び重要性が高まる日米安保体制～ 

 今では日米は完全な産業補完関係にあり、又米国の巨額な対外債務を日本の

外貨準備が米国国債購入という形でファイナンス（日本は世界最大級の 1,1 兆

ドル米国債保有）で日本の過剰貯蓄が米国の消費・投資活動を支えてきた。 

第 5 章 日経平均株価 10 万円のロードマップ 

～日本株は底を見た、2018 年を通じて壮大な株高局面に～ 

 米中覇権争いは日本がキャスチィングボードを握っている。 

それだけ、日本の地政学的立場が有利になっている証拠です。 

 今や歴史上最も有利なポジションになりつつあり、正にこれから始まる日本

の繁栄を予見させるものです。 

～財政赤字は大した問題ではない、全く心配ないと断言できる～ 

 日本の対外資産負債残高は世界で最も優秀で 3 兆ドルの対外純資産は中国の

2 倍近く、もっと言えば政府の総債務 1200 兆円から資産残高を差し引いた後

の純債務は 520 兆円となり、各国政府の純債務と比較すると欧米各国の 0，8

～0，9 に比して 0，97 で極端に悪い数字ではない。 

 又日銀は政府部門の一つなので日銀が保有している国債 400 兆円を差し引く



と真の政府債務残高は 120 兆円程度との計算も成り立ち、現在の債務問題は

全く心配ないということになります。 

～大きく変わるライフスタイル～ 

 人間の労働が AI に置き換えられ、農業・工場労働も全てロボット化で人間が

現場に張り付く必要はなくなる。 

人間が行う仕事は音楽や芝居などエンターテイメント、健康、美容、医療、芸

術、教育、スポーツなどがこれからの成長産業になっていくはずです。 

～圧倒的に正しいのは楽観論～ 

１．技術発展の永続性 

～生産性を高め、分業を高度化、人々の生活をより良いものにしていく 

２．人々はより良くなるために知恵をひねり努力する 

３．市場経済と民主主義、資本主義の良さ 

４．世界の中でも日本人は謙虚、自制心、つつしみ深い等の美徳が、いよいよ

経済の強さに繋がっていく 

～資本主義で最強なのは誰よりも低い金利で資金を調達できる人・組織です～ 

 技術の発展が続く限り、その開発力に抜きんでた国が国際競争力を勝ち抜く

ことが出来る、その開発力を育む上で大事なのは相互の信頼感に基づいた、 

チーム力です。 

正に日本人の持つ美徳が経済的な成果に結びつく時代になろうとしている、 

だから今、日本に大勢の外国人が集まっているのです。 

                             （ 完 ） 


